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長浜市・米原市地域 循環型社会形成推進地域計画 

 

長 浜 市 ・ 米 原 市 

湖北広域行政事務センター 

平成 26年 12月 

変更 平成 28年 12月 

変更 平成 29年 12月 

変更 令和 ２年 11月 

 

１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

構成市名 長浜市、米原市 

面  積 931.25 km2（平成 26年 3月 31 日） 

     931.41 km2（平成 28年 3月 31 日） 

     931.41 km2（平成 29年 3月 31 日） 

     931.41 km2（令和 ２年 3月 31 日） 

人  口 162,664人（平成 26年 3月 31 日） 

     160,459人（平成 28年 3月 31 日） 

159,393 人（平成 29年 3月 31日） 

156,188人（令和 ２年 3月 31日） 

市 名 長浜市 米原市 合計 

面積 

（km2） 

680.79 

681.02 

681.02 

681.02 

250.46 

250.39 

250.39 

250.39 

931.25 

931.41 

931.41 

931.41 

人口 

（人） 

122,310 

120,595 

119,748 

117,403 

40,354 

39,864 

39,645 

38,785 

162,664 

160,459 

159,393 

156,188 

注）面積、人口は上段から順に下記の数

値を示す。 

  平成 26年 3月 31 日現在 

  平成 28年 3月 31 日現在 

  平成 29年 3月 31 日現在 

  令和 ２年 3月 31 日現在 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

（２）計画期間 

本計画は、平成 27年 4月 1日から令和 4年 3月 31日までの 7年間を計画期間とする。 

なお、計画期間内でも、社会経済情勢や廃棄物・リサイクルに関する法律・諸制度が大

きく変化した場合などにおいては、必要に応じて計画を見直すものとする。 

 

（３）基本的な方向 

長浜市及び米原市の 2市（以下「本地域」という。）は、滋賀県の北東部に位置し、西に

は琵琶湖が広がり東には伊吹山がそびえ、京阪神・中京・北陸の接点にあることから、古

くから交通の要衝として栄え、現在も鉄道や高速道路などの交通網が充実している。 

本地域は「湖北広域行政事務センター」（以下「センター」という。）において、ごみ及び

し尿の広域処理を行っている。 

家庭系ごみについては、可燃ごみと不燃ごみの収集をごみ指定袋制度（単純従量制）に

よる有料化とした。資源ごみとして容器包装リサイクル法の対象品目をはじめ、古紙類・

古布・使用ずみ乾電池類・使用ずみ蛍光管・使用ずみライターの分別収集を行っており、

今後とも更なるごみの排出抑制及び資源ごみの分別の徹底を図っていく。粗大ごみについ

ては、現在、年 2 回の集積所回収を実施しており、住民ニーズや高齢化社会を背景とした

粗大ごみ戸別収集もあわせて実施している。また、現在の不燃ごみ・粗大ごみの中には小

型家電リサイクル法の対象品や資源対象物も含まれていることから、可能な範囲でこれら

を選別し、回収していく。さらに、米原市では一部の地区で生ごみ等の分別収集と堆肥化

を実施しており、今後は収集地区の拡大と廃食用油の回収・再利用を推進していく。事業

系ごみについても、その排出抑制と再資源化の徹底を指導していく。 

処分の面では、直接埋立ごみと不燃残渣及びし尿処理汚泥残渣を、余呉一般廃棄物最終

処分場、及び新たに整備した最終処分場（ウイングプラザ）で処分している。焼却灰につ

いては、現在大阪湾臨海環境整備センターに委託（令和 3 年度までの 15 年間）している。 

今後もごみを適正に処理し、資源化及びエネルギー回収を図るため、ごみ焼却施設（熱

回収施設）及びリサイクル施設の整備を行うものとする。 

生活排水処理については、琵琶湖をはじめとする公共用水域の水質汚濁を防止するため、

公共下水道の整備を進めるとともに、公共下水道の整備計画区域外の地域を中心に合併処

理浄化槽の普及を図っていく。また、し尿及び浄化槽汚泥を適正に処理し、汚泥の資源化

を図るために汚泥再生処理センターの整備を行うものとする。 

センターでは、令和 2 年 3 月に「湖北広域行政事務センター新一般廃棄物処理施設整備

基本計画」を策定し、その中で、熱回収施設、リサイクル施設、汚泥再生処理センター等

を同一敷地に一括事業として整備を行うものとした。特に、熱回収施設については、処理

方式の比較評価の結果を踏まえごみ種類組成に応じたエネルギー回収ができるバイオガス

化施設（メタンガス化施設）を併設することとし、ＣＯ2大幅削減の実現を目指す。 

 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

現在、可燃ごみ処理施設については、平成 11年 3月使用開始のクリスタルプラザ可燃ご

み焼却施設（168ｔ/日 全連続炉）が稼働しており、長浜市と米原市の広域処理を行ってい
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る。不燃ごみ・粗大ごみ・資源ごみについては、平成 2 年 3 月使用開始のクリーンプラン

ト粗大ごみ処理施設、平成 11年 3月使用開始のクリスタルプラザリサイクル施設が稼働し

ている。 

なお、伊香クリーンプラザでの破砕選別等については、平成 28年 4月から稼働を停止し

現在クリーンプラントへ統合している。 

本地域は、平成 11 年 3 月に策定された滋賀県一般廃棄物処理広域化計画において、「湖

北ブロック」に位置づけられており、粗大・不燃ごみ処理施設については「可燃ごみ処理

施設の整備に併せて広域化を検討」と明記されている。 

 

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）ごみ処理の現状 

平成 25年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図１のとおりである。 

総排出量は、集団回収量も含め 49,886 トンであり、再生利用される「総資源化量」は

10,574トン、リサイクル率（＝(直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量)/(ご

みの総処理量＋集団回収量)は 21.2％である。 

中間処理による減量化量は 33,414 トンであり、集団回収量を除いた約 70％が減量化さ

れている。また、集団回収量を除いた排出量の約 12％にあたる 5,898トンが埋め立てられ

ている。なお、中間処理量のうち、焼却量は 34,238トンである。 

 

 

 

図１ 本地域の一般廃棄物の処理状況フロー（平成 25年度） 

注）四捨五入のため合計が 100％になっていません。 

 

集団回収量 総資源化量

処理残渣量

8,895t

排　出　量 18.6%

減量化量

33,414t

70.0% 最終処分量

5,898t

12.4%

10,574t

直接資源化量 処理後再生利用量

5,000t 3,413t

7.2%10.5%

5,482t

88.7% 11.5%

47,725t

100%

処理後最終処分量

47,725t
42,309t

2,161t

※し尿処理汚泥

残渣100tを含む

直接最終処分量

416t

0.9%
0ｔ

計画処理量

自家処理量

中間処理量
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（２）生活排水処理の現状 

平成 25 年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は、図２のとおりである。 

生活排水処理対象人口は、全体で 162,664 人であり、水洗化人口は 152,402 人であり、

水洗化率（＝（公共下水道＋合併処理浄化槽＋集落排水施設等の各人口）÷（総人口））は

93.7％である。 

また、し尿発生量は 6,938kl/年、浄化槽汚泥発生量は 19,138kl/年であり、処理・処分

量（＝収集・運搬量）は 26,076kl/年である。 

 

 

図２ 本地域の生活排水の処理状況フロー（平成 25年度） 

 

（３）ごみ処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表

１のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

なお、本地域の平成 25年度における 1人 1日当たりごみ総発生量は 840g/人･日であり、

第三次滋賀県廃棄物処理計画の目標値である平成 27年度のごみ総発生量（910g/人･日）を

既に達成している。さらに、平成 25年度では前年度よりも人口が 0.8％減少しているのに

対し、家庭系総排出量（H24:35,874ｔ→H25:35,168ｔ）は 2.0％減少している。 

このように、本地域では現状において、既にごみの排出削減が進められており、令和 4年

度においても、家庭系総排出量を現状よりも 3.6％削減するとともに、資源ごみを除く 1人

当りの排出量を現状よりも 0.6％削減する。 

また、本地域の事業系ごみには、河川清掃ごみや火災ごみ等の公用ごみが約 6％含まれて

いる。ごみ処理基本計画では、事業系ごみの大半を占める事業所等から排出される可燃ご

みについて、現状に対して令和 11年度において 5％削減することを目標としているが、公

用ごみについては、その性質上、安易に削減目標を設定できないため、ほぼ横ばい状態で

推移させている。このため、本計画での事業系ごみの削減率は 2.6％となっている。  

119,724 人 ( 73.6% )

152,402 人 ( 93.7% ) 28,701 人 ( 17.6% )

162,664 人 ( 100% ) 3,977 人 ( 2.4% ) 19,138 kl/年

4,326 人 ( 2.7% )

10,262 人 ( 6.3% )

5,936 人 ( 3.6% ) 6,938 kl/年

非水洗化人口 し尿発生量

浄化槽汚泥発生量総　　人　　口

処　理　人　口

未 処 理 人 口

公共下水道

農業集落排水施設

合併処理浄化槽

単独処理浄化槽
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表１ 減量化量、再生利用に関する現状と目標 

 

 

図３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 4年度） 

  

事業系　総排出量 12,557 トン 12,226 トン ( -2.6% )

１事業所当たりの排出量※２ 1.69 トン/事業所 1.65 トン/事業所 ( -2.4% )

家庭系　総排出量 35,168 トン 33,913 トン ( -3.6% )

１人当たりの排出量※３ 169 kg/人 168 kg/人 ( -0.6% )

合　計 事業系家庭系排出量合計 47,725 トン 46,139 トン ( -3.3% )

直接資源化量 5,000 トン ( 10.5% ) 4,922 トン ( 10.7% )

集団回収量 2,161 トン ( - ) 2,085 トン ( - )

中間処理後再生利用量 3,413 トン ( 7.2% ) 3,527 トン ( 7.6% )

総資源化量 10,574 トン ( - ) 10,534 トン ( 21.8% )

熱回収量 熱回収量（年間の発電電力量） － MWh － MWh

減量化量 中間処理による減量化量 33,414 トン ( 70.0% ) 32,420 トン ( 70.3% )

最終処分量 埋立最終処分量注） 5,898 トン注）
( 12.4% ) 5,270 トン ( 11.4% )

※１　排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合

※２　(１事業所当たりの排出量)＝｛(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)｝／(事業所数)

※３　(１人当たりの排出量)＝｛(家庭系ごみの総排出量)－(家庭系ごみの資源ごみ量)｝／(人口)

《指標の定義》

　排　出　量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収されたごみを除く｡)〔単位：トン〕

　再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕

　熱回収量　：熱回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕

　減量化量　：中間処理量と処理後の残渣量の差〔単位：トン〕

　最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

　　注）フェニックス処分場搬入量も含む。

再生利用量

指　 　　　標
現状 (割合※１) 目標 (割合※１)

(平成25年度) (令和4年度)

排出量

集団回収量 総資源化量

　 処理残渣量

8,390t

排　出　量 18.1%

減量化量

32,420t

70.3% 最終処分量

5,270t

11.4%

100%

46,139t

計画処理量

処理後再生利用量

10.7% 7.6%

直接資源化量

※し尿処理汚泥

残渣100tを含む

中間処理量 処理後最終処分量

10,534t

4,922t 3,527t

2,085t

直接最終処分量

407t

0.9%

46,139t
40,810t 4,863t

88.4% 10.5%

0ｔ

自家処理量
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（４）生活排水処理の目標 

生活排水処理については、次に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めて

いくものとする。 

 

表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

 

公 共 下 水 道 119,724 人　( 73.6% ) 127,345 人　( 81.1% )

農 業 集 落 排 水 施 設 28,701 人　( 17.6% ) 19,293 人　( 12.3% )

合 併 処 理 浄 化 槽 3,977 人　( 2.4% ) 3,300 人　( 2.1% )

未 処 理 人 口 10,262 人　( 6.3% ) 7,081 人　( 4.5% )

合　　計 162,664 人　 157,019 人　 

汲 み 取 り し 尿 量 6,938 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 4,127 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

浄 化 槽 汚 泥 量 19,138 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 14,167 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

合　　計 26,076 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 18,294 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

平成25年度実績 令和4年度目標

処
理
形
態
別
人
口

し尿
・

汚泥
の量
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３ 施策の内容 

（１）発生抑制、再使用の推進 

ア  家庭系ごみ 

ａ．環境教育、普及啓発の充実（施策番号 11） 

センターではごみ処理施設見学会や啓発施設の活用、講演会や研修会等の開催による

環境教育を行っており、各市においても小学生等に対する環境教育や出前講座を実施し

ており、今後も地域に根ざした環境教育、普及啓発を展開していく。 

また、家庭用ごみ出しルール「こほくる～る」を適時改訂し正確な分別方法の周知を

図るとともに、センター及び各市の広報紙・CATV・有線・ごみ分別アプリ及びホームペー

ジ等を通じて市民に広く情報を発信する。 

長浜市では、住民相互が不用品の交換を行えるよう、不用品交換情報を提供し、リユ

ースを促進する。 

ｂ．資源物の抜き取り防止対策（施策番号 12） 

集積所における粗大ごみや資源ごみからの抜き取りが急増していることから、抜き取

り防止対策を検討する。 

ｃ．住民ニーズや高齢化社会に対応した収集サービスの提供（施策番号 13） 

住民ニーズや高齢化社会を背景とした粗大ごみ戸別収集を実施する。 

ｄ．小型家電等の資源物の回収（施策番号 14） 

現在の不燃ごみ・粗大ごみの中には小型家電リサイクル法(平成 25年度施行)の対象品

や資源対象物も含まれている。可能な範囲でこれらを選別し、回収する。 

ｅ．容器包装廃棄物の排出抑制（施策番号 15） 

各市において、マイバッグ運動を推進するとともに、小売店等に対して過剰包装の自

粛を働きかけ、レジ袋等の削減に努める。リターナブルびんや詰め替え用容器式商品の

利用（購入）を促進するとともに、使い捨て容器等の抑制を市民・事業者に働きかけてい

く。事業者の過剰包装の自粛や環境配慮商品の提供などの取組を促す。 

ｆ．排出抑制のための支援（施策番号 16） 

各市において、環境推進員等による地域での取組を支援する。また、ごみ減量化に向

けた市民活動を支援する。 

ｇ．生ごみ（食品廃棄物）の排出抑制（施策番号 17） 

各市において、住民への啓発による食品ロス削減対策の拡充、生ごみ水切りの徹底強

化、飲食店等を対象とした「食べ残しをしない」取組の実施店舗の拡大推進、「３０１０

運動」推進店舗の拡充に取り組む。 

ｈ．家庭系ごみ処理手数料の改定検討（施策番号 18） 

家庭系可燃ごみ・不燃ごみ・粗大ごみを当センターに持込む場合の処理手数料につい

て、今後の排出状況や近隣市町の動向も踏まえて適正な処理手数料の改定を検討する。 

また、今後、核家族化の進行やごみ減量化の推進に向け、家庭用可燃ごみ、不燃ごみの

指定袋のサイズの見直しを検討する。 
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イ  事業系ごみ 

ａ．減量やリサイクルに関する積極的な情報提供（施策番号 19） 

センターでは、事業系ごみの処理方法等を具体的にまとめた分別・減量マニュアル「事

業所用こほくる～る」を定期的に更新し、内容の充実を図り、事業者にわかりやすいも

のとする。また、ホームページや「湖北広域だより」により、リサイクルの方法等の情報

提供を随時行う。 

各市においても、事業所へのごみ減量・リサイクル情報の提供を行い、事業者の廃棄

物発生量の抑制に向けた自主的な取組を促す。 

ｂ．ごみ搬入時のチェック強化（施策番号 20） 

許可収集業者等により搬入される可燃ごみについては、搬入時のチェックを強化し、

不適物や古紙等資源物の搬入を規制する。 

ｃ．事業系ごみ処理手数料の改定検討（施策番号 21） 

現在、事業系ごみの処理手数料を 130円/10kgとしているが、今後の排出状況や近隣市

町の動向も踏まえて、処理手数料の改定について検討する。 

ｄ．積極的な再使用、再生品使用の実施（施策番号 22） 

各構成市の公共施設において事務用品や日用品等の庁用品に再生品を使用するととも

に、公共事業等において廃材や廃材の再生品等の使用に努める。 

米原市において木箱型生ごみ処理器等を活用した堆肥化の普及を図り、また、市庁舎

で拠点回収した廃食油をバイオディーゼル燃料に精製し、公用車に使用する。 

 

ウ  生活排水対策（施策番号 23） 

家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、次の啓発活動の強化を図る。 

・広報活動の実施 

・水切りネット、洗剤の使用を少なくするためのアクリルタワシの普及など発生源対策

の普及促進 

・公共下水道の整備及び水洗化の促進 

・下水道及び農業集落排水整備計画外地域に係る合併処理浄化槽の整備 

・単独処理浄化槽（みなし浄化槽）の合併処理浄化槽への転換指導 

 

（２）処理体制 

ア  家庭ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表３のとおりである。 

不燃ごみ及び粗大ごみは破砕・選別処理を行い、金属類等の回収を行う。現在の不燃ご

み・粗大ごみの中には小型家電リサイクル法(平成 25年度施行)の対象品や資源対象物も含

まれている。平成 27年度より、可能な範囲でこれらを選別し、回収している。 

資源ごみの分別収集については今後も促進する。資源ごみのうちプラスチック製容器包

装については、圧縮梱包し、指定法人へ搬出し再資源化を委託している。発泡スチロール

については、減容固化し、資源回収業者へ搬出しリサイクルしている。ペットボトル・空き

缶・古紙は直接再生業者引取りとし、ガラスびん・紙パック・古布・使用ずみ乾電池類・使
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用ずみ蛍光管は不適物を選別・除去した後、それぞれストックヤードで保管のうえ、資源

回収業者へ搬出しリサイクルする。さらに、収集車両の火災防止を目的に、スプレー缶類

の専用容器を設置し、スプレー缶類は空き缶と同様のリサイクルを行い、ライターはガス

抜き後に破砕処理（金属回収）している。 

埋立ごみ及び破砕・選別後の不燃物等については、新たに整備した最終処分場（ウイン

グプラザ）で埋立処分を行い、焼却残渣についてはフェニックス計画が確定している令和

3 年度まではフェニックス処分場で埋立処分するが、本地域においては今後も可燃ごみの

排出量を抑制し、少しでも焼却残渣の処分量を削減するため、既に実施している有料化を

含め、一般廃棄物処理の減量化に関する普及啓発に努めていく。 

米原市では市内給食センターや一部地域の生ごみ等を分別収集して堆肥化するとともに、

廃食用油の回収（市内全域）・資源化を実施しており、長浜市においても一部地域において

廃食用油を回収している。 

今後もごみを適正に処理し、資源化及びエネルギー回収を図るため、ごみ焼却施設（熱

回収施設）及びリサイクル施設の整備を行うものとする。 
 

イ  事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業系ごみについては、家庭ごみの分別区分に準じ搬入し、処理・処分を行っていく。 

また、事業系ごみの資源化・減量化を促進するため、事業系ごみの排出状況を把握する

とともに、多量排出業者に対しては各市において一般廃棄物減量計画等の作成・提出を求

め、計画的な排出抑制対策を図るよう指導していく。さらに、センターでは搬入時のチェ

ックを強化し、可燃ごみ中の不適物や古紙類等の搬入を規制する。なお、今後の排出状況

や近隣市町の動向も踏まえて、処理手数料の改定について検討する。 

 

ウ  一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

現状では一般廃棄物処理施設において一般廃棄物と併せて産業廃棄物の処理は原則行っ

ていないが、公共施設・小規模事業所から排出される限定品目については受入を行ってお

り、今後もこの方針を継続する。 

 

エ  生活排水処理の現状と今後 

生活排水の処理については、引き続き、公共下水道や農業集落排水処理施設が整備され

ていない人口散在地域等で合併処理浄化槽の整備を進めていく。 

また、し尿及び浄化槽汚泥を適正に処理し、汚泥の資源化を図るために汚泥再生処理セ

ンターの整備を行うものとする。 

 

オ  今後の処理体制の要点 

◇不燃ごみ・粗大ごみの中に含まれている小型家電リサイクル法(平成 25年度施行)

の対象品等の資源対象物について、可能な範囲で選別し、回収していく。 

◇事業系ごみの資源化・減量化を促進するために、多量排出業者に対しては、計画的

な排出抑制対策を図るよう指導する。 

◇事業系可燃ごみの減量化を図るために、搬入時のチェックを強化し、可燃ごみ中の
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不適物や古紙類等の搬入を規制する。また、今後の排出状況や近隣市町の動向も踏

まえて、処理手数料の改定について検討する。 

◇ごみを適正に処理し、資源化及びエネルギー回収を図るため、ごみ焼却施設（熱回

収施設）及びリサイクル施設の整備を行う。また、ごみ種類組成に応じたエネルギ

ー回収ができるバイオガス化施設（メタンガス化施設）を併設し、ＣＯ２大幅削減

の実現を目指す。 

◇人口散在地域等で合併処理浄化槽の整備を進める。 

◇し尿及び浄化槽汚泥を適正に処理し、汚泥の資源化を図るために汚泥再生処理セ

ンターの整備を行う。 



 

 

 

処理実績 処理見込

（ﾄﾝ） 一次処理 二次処理 （ﾄﾝ）

クリスタルプラザ（ごみ焼却施設） 34,238

米原市コンポストセンター 188

埋立ごみ クリーンプラント（最終処分場） 316 埋立ごみ ウイングプラザ（最終処分場） － 306

破砕ごみ 破砕ごみ

破砕ごみ 破砕ごみ

自転車
直接再生業者

引取り
－ 68 自転車

直接再生業者
引取り

－ － 66

ガラスびん 886 ガラスびん 854

紙パック 63 紙パック 61

古布（古着） 394 古布（古着） 380

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製
容器包装

圧縮梱包 クリスタルプラザ（リサイクル施設） 1,095
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製
容器包装

圧縮梱包
選別残渣　：ｸﾘｽﾀﾙﾌﾟﾗｻﾞ(焼却)
圧縮梱包物：(指定法人)

1,055

発泡スチロール 減容固化 伊香クリーンプラザ（破砕選別施設） 107 発泡スチロール 減容固化 （再生業者） 103

ペットボトル 326 ペットボトル 314

空き缶 264 空き缶 255

古紙 4,604 古紙 4,438

使用ずみ乾電池類 46 使用ずみ乾電池類 45

使用ずみ蛍光管 4 使用ずみ蛍光管 4

使用ずみライター
ガス抜き後、
破砕・選別

クリーンプラント（粗大ごみ処理施設）
伊香クリーンプラザ（破砕選別施設）

4 使用ずみライター
ガス抜き後、
破砕・選別

クリーンプラント（粗大ごみ処理施設）
不燃物等：ｳｲﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞ(埋立)
金属：（再生業者）

4

直接再生業者
引取り

－ 2,161
直接再生業者

引取り
－ （再生業者） 2,085

分別区分 処理方法
処理施設等

可燃ごみ 焼 却

生ごみ等
（米原市一部地域）

堆 肥 化

表３　家庭ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

現状（平成25年度） 目標（令和4年度）

分別区分 処理方法 処理施設等

不
燃
ご
み

埋 立 不
燃
ご
み

埋 立

破砕・選別
クリーンプラント（粗大ごみ処理施設）
伊香クリーンプラザ（破砕選別施設）

5,122 破砕・選別 クリーンプラント（粗大ごみ処理施設）

可燃残渣：ｸﾘｽﾀﾙﾌﾟﾗｻﾞ(焼却)
不燃物等：ｳｲﾝｸﾞﾌﾟﾗｻﾞ(埋立)
鉄・ｱﾙﾐ ：(資源回収業者)
小型家電：(認定事業者)

4,957
粗
大
ご
み

粗
大
ご
み

リ
サ
イ
ク
ル

リ
サ
イ
ク
ル

資
源
ご
み

一時保管
不適物除去

クリスタルプラザ（リサイクル施設）
伊香クリーンプラザ（破砕選別施設）

資
源
ご
み

一時保管
不適物除去

クリスタルプラザ（リサイクル施設）

（再生業者）

直接再生業者
引取り

－
直接再生業者

引取り
－

（再生業者）

一時保管
不適物除去

焼却残渣：大阪湾広域臨海
　　　　　環境整備センター

33,297

クリーンプラント（粗大ごみ処理施設）
一時保管
不適物除去

クリーンプラント（粗大ごみ処理施設）

古紙・古布等（集団回収） 古紙・古布等（集団回収）

可燃ごみ 焼 却 クリスタルプラザ（ごみ焼却施設）
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（３）処理施設の整備 

ア  廃棄物処理施設 

表４のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表４ 整備する処理施設 

事業
番号 

整備施設種類 事 業 名 処理能力 設置予定地 事業期間 

１ 
マテリアルリサイ
クル推進施設 

リサイクルセンター整備
事業 

 
約 22 ｔ/日(注) 

 
長浜市木尾町 （R5～9） 

２ 熱回収施設 

熱回収施設（焼却施設）整
備事業 
熱回収施設（メタンガス化
施設）整備事業 

 
約 145 ｔ/日(注) 
約 50 ｔ/日(注) 

 

長浜市木尾町 （R5～9） 

３ 
有機性廃棄物リサ
イクル推進施設 

汚泥再生処理センター整
備事業 

 
約 49 kL/日(注) 

 
長浜市木尾町 （R5～7） 

※ 現有処理施設の概要を添付（市町村別の現有施設名・種類、処理する廃棄物、処理能力、所在地、
竣工年等、施設の概要について一覧表としたもの） 

（整備理由） 
事業番号１ 現有ごみ焼却施設の老朽化に伴う新設 
事業番号２ 現有粗大ごみ処理施設の老朽化に伴う新設 
事業番号３ 現有し尿処理施設の老朽化に伴う新設 

（注）施設規模は、一極集中による整備において施設間で連携した総合的な処理システム構築を図る

ことにより、各施設規模の縮減を目指すため、今後変更となる可能性がある。 

 

イ  合併浄化槽の整備 

合併浄化槽の整備については、表５のとおり行う。 

 

表５ 合併浄化槽への移行計画 

事業 

番号 
事  業 

実施 

主体 

直近の整備済基数（基） 

（平成 25 年度） 

整備計画基数 

（基） 

整備計画人口 

(人) 
事業期間 

４ 
浄化槽設置 

整備事業 

長浜市 4 48 136 
H27～R3 

米原市 0 7 49 

 合   計  4 55 185  

 

 

  



13 

 

（４）施設整備に関する計画支援事業 

表６のとおり計画支援事業を行う。 

 

表６ 実施する計画支援事業 

事業 

番号 
事 業 名 事 業 内 容 事業期間 

31 
リサイクルセンター整備事業（事業番号１）に係る

測量 
測量 H29 

31 
リサイクルセンター整備事業（事業番号１）に係る

地質調査 
地質調査 H29 

32 熱回収施設整備事業（事業番号２）に係る測量 測量 H29 

32 熱回収施設整備事業（事業番号２）に係る地質調査 地質調査 H29 

31～

33 

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処理セ

ンター整備事業（事業番号１～３）に係る環境影響

評価 

環境影響評価 H31～R3 

33 
汚泥再生処理センター整備事業（事業番号３）に係

る測量 
測量 H29 

33 
汚泥再生処理センター整備事業（事業番号３）に係

る地質調査 
地質調査 H29 

31～

33 

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処理セ

ンター整備事業（事業番号１～３）に係る造成設計 
造成設計 H29～H30 

31～

33 

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処理セ

ンター整備事業（事業番号１～３）に係る施設基本

計画 

施設基本計画 H31 

31～

33 

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処理セ

ンター整備事業（事業番号１～３）に係る PFI 導入

可能性調査 

PFI 導入可能性調

査 
H31 

31～

33 

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処理セ

ンター整備事業（事業番号１～３）に係る発注仕様

書作成 

発注仕様書作成 R2 

31～

33 

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処理セ

ンター整備事業（事業番号１～３）に係る事業者選

定アドバイザリー 

PFI 事業者選定ア

ドバイザリー 
R3(～R4) 
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（５）その他の施策 

その他、本地域で循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア 廃棄物減量等推進審議会（施策番号 41） 

センターでは、一般廃棄物の発生の抑制、再利用及び再生の促進による廃棄物の減量化

ならびに適正な処理に関する基本的な事項について調査・審議を行う機関として、廃棄物

減量等推進審議会（以下、「審議会」という。）を設置している。審議会については、引き続

き設置し、「湖北広域行政事務センター廃棄物減量等推進審議会設置条例」に掲げる次の事

項についての調査・審議を行うものとする。 

① 一般廃棄物の減量化及び再生利用に関すること。 

② 分別収集等に関すること。 

③ 一般廃棄物の適正な処理に関すること。 

④ 市民及び事業所啓発に関すること。 

⑤ その他一般廃棄物の処理計画に関すること。 

また、各構成市とも連携し、施策の内容や実効性について審議していくものとする。 

イ 災害廃棄物対策（施策番号 42） 

平成 26 年 3 月に策定された国の「災害廃棄物対策指針」（環境省大臣官房廃棄物・リサ

イクル対策部）（平成 30年 3 月改定）に従い、災害廃棄物対策を推進する。 

なお、今後、国及び県の動向を注視して対策の強化を図っていくとともに、各構成市が

策定する災害廃棄物処理計画との整合を図る。 

災害時に発生する廃棄物の広域的処理体制の確保を図るため、地域内及び周辺自治体と

の連携体制を構築する。また、日頃から災害時における被害状況の情報収集とその連絡体

制及び責任分担等について、構成市と充分な協議を進めていく。 

廃棄物処理施設を整備する場合には、立地場所に配慮するとともに、災害に対する構造

的な強度や、断水や停電時に対する備えについて確保された施設とする。 

なお、災害時における廃棄物処理に関しては、主に廃棄物処理に係る企画を各構成市が

担当し、廃棄物処理の業務を湖北広域行政事務センターが担当することを基本とする。 

ウ 適正処理困難物対策の推進（施策番号 43） 

廃棄物処理法、家電リサイクル法、資源有効利用促進法による適正処理困難物について

は、それぞれのルートで処理すべく構成市を通じ今後とも啓発に努めるとともに、それぞ

れの引取り・処理・処分事業者についても一層の協力を求める。 

バッテリー、オートバイ、ピアノ、LP ガスボンベ、FRP 製品、消火器等にそれぞれの購

入時の店舗へ持ち込むことで処理ルートが敷かれているが、不完全な部分もあり、さらに

調査のうえ処理ルートを明確にする。 

廃スプリングマットレス、耐火金庫、塗料や溶剤、農薬や化学薬品等については製造・

販売事業者の個別的な対応に任されており、回収システムやルートが構築されていないの

で販売店や廃品処理事業者等と連携を密にし、処理・処分ルートの確立を図る。 

エ 不法投棄対策（施策番号 44） 

地域の町内会等と一体となった普及啓発により、分別区分の徹底を進めるとともに、パ

トロールの強化等を行い、不法投棄防止を図る。  
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

湖北広域行政事務センター及び構成市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を

公表するとともに、必要に応じて滋賀県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘

案し計画の見直しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間の終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で速やかに

計画の事後評価、目標の達成状況の評価を行う。 

また、結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、必要に応じ、計画を見直すもの

とする。 
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添付資料－１ 対象地域図 

 

 

■クリーンプラント 

■クリスタルプラザ 

■ウイングプラザ 

●余呉一般廃棄物最終処分場 

●伊香クリーンプラザ 

湖北広域行政事務センター 

施 設 位 置 図 

（令和２年 11月） 

■第１プラント 

新汚泥再生処理センター 

新リサイクルセンター 

新熱回収施設（ごみ焼却施設・バイオ

ガス化施設） 

長浜市木尾町 

新施設建設予定地 
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添付資料－２ 目標の設定に関するグラフ 

169
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添付資料－３ 分別区分説明資料 

 

分別区分 排出容器 排出先 収集頻度 収集体制 備考 

可燃ごみ 

生ごみ、紙くず・木くず、ぬいぐる

み、紙おむつ、汚れの落ちないプ

ラスチック類、テープ等 

指定袋(有料) 集積所 週 2 回 
委託 

直営 指定袋は平成 20 年 10

月 1 日から、超過量有

料制を単純従量制によ

る有料化に変更 不燃ごみ 

陶磁器、金属類、小型家電製

品、硬いプラスチック製品、はき

もの・かばん、電球等 

指定袋(有料) 集積所 月 1 回 
委託 

直営 

粗大ごみ 

家具、雨戸、網戸、自転車、ガス

コンロ、布団、カーペット、小型家

電製品等 

(大きさ：学習机、重さ：60kg) 

エフ付(無料) 集積所 年 2 回 直営 年間 6 品目まで 

資源ごみ 

空き缶 
アルミ缶・スチール缶 

スプレー缶類 
回収容器、網袋 

集積所 月 2 回 
委託 

直営 

アルミ缶・スチール缶：

平成 11 年度～ 

スプレー缶類： 

平成 23 年度～ 

ガラス

びん 

無色びん 黄色コンテナ 
平成 2 年度～ 
(旧長浜市は昭和 53 年度

～) 
茶色びん 茶色コンテナ 

その他有色びん 青色コンテナ 

ペットボトル 回収容器、網袋 平成 11 年度～ 

発泡スチロール 回収容器、網袋 平成 11 年度～ 

プラスチック製容器包装 透明袋 平成 16 年度～ 

紙パック 回収容器 平成 11 年度～ 

古紙 

新聞紙 紐結束 

平成 14 年度～ ダンボール 紐結束 

雑誌・チラシ 紐結束 

古布(古着) 透明袋 平成 15 年度～ 

使用ずみ乾電池類 コンテナ 平成 2 年度～ 

ライター類 回収容器 平成 23 年度～ 

使用ずみ蛍光管 回収容器 
集積所 

拠点回収 

年 2 回 

随時 
直営 平成 17 年度～ 

法定リサイクル 

パソコン 

エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機 

(※平成 21 年 4 月 1 日からは「液晶テレビ・プラズマテレビ」と「衣類乾燥機」を追加) 

収集・持込できない

ごみ 

産業廃棄物、農機具類、農林業用資材、農薬、バイク、舟艇、ピアノ、電気温水器、ボイラー、浴槽・便槽、耐

火金庫、ポンプ類、ガスボンベ、消火器、バッテリー、タイヤ、ホイール、ワイヤー類、毒物・劇薬、油脂類、シン

ナー、塗料、危険物、石膏ボード、粗大ごみ処理施設での破砕処理が困難なもの 

 

区分 内容 

指
定
袋 

家庭系 

指定袋 

 旧制度(～平成 20 年 9 月 30 日) 新制度 

(平成 20 年 10 月 1 日～) 無料配布分 追加販売分 

可燃ごみ 
～H16:100 枚/年 

H17～:80 枚/年 

大(45 ㍑)：1000 円/10 枚 

小(30 ㍑)： 600 円/10 枚 

大(45 ㍑)：450 円/10 枚 

中(30 ㍑)：300 円/10 枚 

小(20 ㍑)：200 円/10 枚 

不燃ごみ 20 枚/年 大(45 ㍑)：1000 円/10 枚 
大(45 ㍑)：450 円/10 枚 

中(30 ㍑)：300 円/10 枚 

事業系 

指定袋 
可燃ごみ 事業所用可燃ごみ指定袋:4000 円/20 枚(自治会の了承を得て集積所へ出す) 

持
込
ご
み
手
数
料 

家庭系 

可燃ごみ 

不燃ごみ 

粗大ごみ 

40 円/10kg  ※資源ごみは無料 

事業系 
可燃ごみ 

再生資源 
130 円/10kg 
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添付資料－４ 現有の中間処理施設・最終処分場の概要 

１）ごみの中間処理施設及び最終処分場 

 

施設名称

所在地

敷地面積

竣工年月

施設区分 ごみ焼却処理施設 リサイクル施設 粗大ごみ処理施設 一般廃棄物最終処分場

処理能力
168ｔ/日

（3.5t/h×2炉：24h運転）
圧縮梱包：1ｔ/ｈ 40ｔ/日（5ｈ）

埋立面積：18,700ｍ2

埋立容量：201,672ｍ3

処理方式 ストーカ方式 圧縮梱包・一時保管
破砕選別

（粗大ごみ、不燃ごみ）
サンドイッチ埋立方式
（全面遮水シート張り）

圧縮梱包：ﾌﾟﾗ製容器包装 ＜浸出水処理施設＞

処理能力：50m3/日平均

ガラス工房館

展望研修棟

飛灰処理：薬剤処理
切断機：可燃性粗大ごみ処理

運転管理 直営（一部委託） 直営（一部委託） 直営（一部委託） 直営

用地所有状況

施設名称 余呉一般廃棄物最終処分場 ウイングプラザ

所在地 滋賀県長浜市余呉町中河内897番地 滋賀県米原市番場地先

敷地面積 64,548ｍ2 44,600ｍ2

竣工年月 昭和61年度 平成27年3月

施設区分 ごみ焼却処理施設 破砕選別・資源化施設 一般廃棄物最終処分場 一般廃棄物最終処分場

処理能力
28ｔ/日

（1.75t/h×2炉：8h運転）
破砕選別：5.0ｔ/日（5ｈ運転）
資源選別：3.0ｔ/日（5ｈ運転）

埋立面積：6,800ｍ2

埋立容量：35,800ｍ3

埋立面積：14,700ｍ2

埋立容量：97,000ｍ3

処理方式
ストーカ方式

（機械化バッチ式）
破砕選別（粗大・不燃）
圧縮梱包・一時保管

遮水工：有
浸出水処理施設：有

遮水工：有
浸出水処理施設：有

＜浸出水処理施設＞ ＜浸出水処理施設＞

処理能力：50m3/日平均 処理能力：70m3/日

運転管理 委託 委託 一部委託 直営（予定）

用地所有状況 借地(長浜市、自治会他～H35.9） センター所有

湖北広域行政事務センター　クリスタルプラザ 湖北広域行政事務センター　クリーンプラント

滋賀県長浜市八幡中山町200番地 滋賀県長浜市大依町1337番地

14,258ｍ2 47,612ｍ2

平成11年3月 平成2年3月

設備概要

排ガス処理：ろ過式集じん機＋乾
式有害ガス除去装置＋無触媒脱
硝方式

破砕機：竪型回転式、
          　切断機一時保管：びん、紙ﾊﾟｯｸ

　　　　　　 古布、発泡スチロール 選別：鉄、アルミ、不燃物、
　　　 プラスチック類、可燃物

処理方式：生物処理（接触酸化・
脱窒）＋高度処理（凝集沈殿・砂
ろ過・活性炭吸着）

余熱利用：場内の暖房、
　　　　　　　給湯等 一時保管：乾電池類

　　　　　　　蛍光管

処理方式：生物処理＋高度処理
（凝集沈殿・砂ろ過）

センター所有(7,723m2)＋借地（6,535m2:長浜市、～H41.3） センター所有

伊香クリーンプラザ

滋賀県長浜市西浅井町沓掛1313-1

6,096ｍ2

平成9年3月

設備概要

※伊香クリーンプラザ焼却施設
は、クリスタルプラザ焼却施設と
平成25年4月に統合したため、休
止中。

処理方式：生物処理＋高度処理
（凝集沈殿・砂ろ過）

センター所有

※伊香クリーンプラザ破砕選別・
資源化施設は、クリスタルプラザ
クリーンプラントと平成28年4月に
統合したため、休止中。
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２）し尿処理施設 

 

 

注）施設等の位置は、別途添付資料－１に示す。

施設名称

所在地

敷地面積

竣工年月

施設区分

処理能力

処理方式

運転管理

用地所有状況

157kL／日（生し尿122kL／日、浄化槽汚泥35kL／日）

標準脱窒素処理方式＋高度処理（オゾン、砂ろ過、活性炭）

直営（一部委託）

センター所有

し尿処理施設

第１プラント

滋賀県長浜市湖北町海老江1049

20,642㎡

昭和59年3月



 
 

１　地域の概要

(1)地域名 長浜市・米原市地域 人  (3)地域面積 931.41 km2

(4)構成市町村等名  人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

(6)構成市町村に一部事務組合等が  組合を構成する市町村：長浜市、米原市  　設立(予定)年月日： 昭和40年 4月 5日設立

   含まれる場合、当該組合の状況

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

指標・単位 年

総排出量（トン） 11,636 12,654 12,661 12,240 12,557 12,226 (H25比 -2.6% )

１事業所当たりの排出量（ﾄﾝ/事業所） 1.37 1.56 1.63 1.65 1.69 1.65

総排出量（トン） 33,807 36,017 36,270 35,874 35,168 33,913 (H25比 -3.6% )

１人当たりの排出量（kg/人） 151 164 168 170 169 168

事業系家庭系排出量合計（トン） 45,443 48,671 48,931 48,114 47,725 46,139 (H25比 -3.3% )

直接資源化量（トン） 5,804 (13%) 5,804 (12%) 5,562 (11%) 5,279 (11%) 5,000 (10%) 4,922 ( 10.7% )

総資源化量（トン） 11,083 11,083 11,050 10,778 10,574 10,534 ( 21.8% )

熱回収量（年間の発電電力量 MWh） - - - - - - MWh

減量化量（中間処理前後の差　トン） 28,412 (63%) 32,432 (67%) 33,276 (68%) 33,320 (69%) 33,414 (70%) 32,420 ( 70.3% )

埋立最終処分量（トン） 7,569 (17%) 6,777 (14%) 6,408 (13%) 6,000 (12%) 5,898 (12%) 5,270 　( 11.4% )

　※別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付。（添付資料－５（１））

　※平成21年度は合併前の数値（集計方法が異なるもの）を合計したものである。

３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

(1)現有施設リスト

(2)更新(改良)・新施設リスト

　※計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付。（添付資料－１に示す） センター：湖北広域行政事務センター

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１（平成27年度）

 (2)地域内人口 160,459

長浜市、米原市  (5)地域の要件

過去の状況・現状（排出量に対する割合） 目　　標

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 令和4年度

事業系

排 出 量 家庭系

合　計

再 生 利 用 量

熱 回 収 量

中間処理による減量化量

最 終 処 分 量

廃止又は休止(予定)年月 解体(予定)年月施 設 種 別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力(単位) 開始年月 備考

焼却施設
クリスタルプラザ センター 全連続燃焼式 168ﾄﾝ/日 H11.4 R10.3 未定

伊香クリーンプラザ センター 機械化バッチ式 28ﾄﾝ/日 H9.4 H25.4 未定

リサイクルセンター
（リサイクルプラザ）

クリスタルプラザ センター 資源選別・圧縮・保管 1ﾄﾝ/日 H11.4 R10.3 未定

伊香クリーンプラザ センター 破砕選別・資源選別 8ﾄﾝ/日 H9.4 H28.4 未定

リサイクルセンター
（粗大ごみ処理施設）

クリーンプラント センター 破砕選別 40ﾄﾝ/日 H2.4 R10.3 未定

し尿処理施設
（汚泥再生処理センター）

第1プラント センター 活性汚泥法＋高度処理 157kl/日 S59.4 R7.9 未定

最終処分場
ウイングプラザ センター 管理型処分場 97,000m3 H27.4

余呉一般廃棄物最終処分場 センター 管理型処分場 35,800m3 S61

施 設 種 別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力(単位) 竣工予定年月日 更新(改良)新設理由
廃焼却施設の解体有無
及び解体施設の名称

備考

焼却施設 未定 センター 未定 145ｔ/日 R10.4 現有施設の老朽化
有

（クリスタルプラザ、
伊香クリーンプラザ）

バイオガス化施設(メタンガス化施設)を

熱回収施設として併設

更新後の施設規模は、一極集中による整

備において施設間で連携した総合的な処

理システム構築を図ることにより、各施

設規模の縮減を目指すため、今後変更と

なる可能性がある。
バイオガス化施設 未定 センター 未定 50t / 日 R10.4 現有施設の老朽化 -

リサイクル施設 未定 センター 未定 22ｔ/日 R10.4 現有施設の老朽化 -

汚泥再生処理センター 未定 センター 未定 49kl/日 R7.10 現有施設の老朽化 -



 

 

４　生活排水処理の現状と目標

＜地域全体＞

目　　標

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 令和4年度

総　人　口 167,598 166,581 165,563 163,912 162,664 157,019

汚水衛生処理人口 116,563 117,061 119,296 119,214 119,724 127,345

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 69.5% 70.3% 72.1% 72.7% 73.6% 81.1%

汚水衛生処理人口 31,504 32,007 29,918 29,171 28,701 19,293

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 18.8% 19.2% 18.1% 17.8% 17.6% 12.3%

汚水衛生処理人口 5,318 4,759 4,477 4,200 3,977 3,300

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 3.2% 2.9% 2.7% 2.6% 2.4% 2.1%

汚水衛生未処理人口 14,213 12,754 11,872 11,327 10,262 7,081

※ 別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付した。（添付資料－５（２））

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

現有施設の内容 整備予定基数の内容

基　　数 処理人口 開始年月 基　　数 処理人口 目標年次

長浜市 86 2,204 － 48 136 令和4年度

米原市 117 1,773 － 7 49 令和4年度

浄化槽市町村整備推進事業

施　設　種　別 事業主体 備　　考

浄化槽設置整備事業

指標・単位

過　去　の　状　況　・　現　状

公 共 下 水 道

集 落 排 水 施 設 等

合 併 処 理 浄 化 槽 等

未 処 理 人 口
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添付資料－５（１） 指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ 

48407.89
5339.569
10538.49
32529.84

※平成21年度は合併前の数値（集計方法が異なるもの）を合計したものである。

※平成21年度は合併前の数値（集計方法が異なるもの）を合計したものである。

167,598
166,581

165,563
163,912

162,664 162,368 161,793 161,195 160,607 159,893 159,163 158,440 157,726 157,019
8,470

7,414

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

平成21平成22平成23平成24平成25平成26平成27平成28平成29平成30平成31令和2 令和3 令和4

（事業所）（人）

人口及び事業所数の推移

人口実績値 人口予測値 事業所数

33,807 36,017 36,270 35,874 35,168 35,028 34,889 34,749 34,610 34,470 34,330 34,191 34,053 33,913

11,636
12,654 12,661 12,240 12,557 12,520 12,483 12,447 12,410 12,373 12,336 12,299 12,263 12,226

1,621
1,621 1,803 1,984 2,161 2,153 2,144 2,136 2,127 2,119 2,110 2,102 2,093 2,085

47,064
50,292 50,734 50,098 49,886 49,701 49,516 49,331 49,147 48,962 48,777 48,592 48,409 48,224

0

10,000

20,000

30,000

40,000
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70,000

平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 令和2 令和3 令和4

（ｔ/年）

ごみ総排出量の推移

家庭系ごみ 事業系ごみ 集団回収

実績値← →目標値

7,569 6,777 6,408 6,000 5,898 5,829 5,759 5,689 5,619 5,549 5,479 5,409 5,340 5,270

11,083 11,083 11,050 10,778 10,574 10,570 10,565 10,561 10,556 10,552 10,547 10,543 10,539 10,534

28,412 32,432 33,276 33,320 33,413 33,303 33,192 33,082 32,972 32,861 32,751 32,640 32,530 32,420

47,064
50,292 50,734 50,098 49,886 49,701 49,516 49,331 49,147 48,962 48,777 48,592 48,409 48,224

0

10,000

20,000

30,000
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50,000

60,000

70,000

平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 令和2 令和3 令和4

（ｔ/年）

ごみ処理量の推移

最終処分量 総資源化量 減量化量

実績値← →目標値
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添付資料－５（２） 指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ 

 

 

注）汚水衛生処理人口：公共下水道人口＋農業集落排水処理施設人口＋合併処理浄化槽人口

　　汚水衛生未処理人口：単独処理浄化槽人口＋非水洗化人口

　　汚水衛生処理率：汚水衛生処理人口÷総人口

14,213 12,754 11,872 11,327 10,262 9,988 9,594 9,202 8,819 8,443 8,093 7,748 7,409 7,081

153,385 153,827 153,691 152,585 152,402 152,380 152,199 151,993 151,788 151,450 151,070 150,692 150,317 149,938

167,598 166,581 165,563 163,912 162,664 162,368 161,793 161,195 160,607 159,893 159,163 158,440 157,726 157,019

91.5% 92.3% 92.8%

93.1% 93.7% 93.8% 94.1% 94.3% 94.5% 94.7% 94.9% 95.1% 95.3% 95.5%
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平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 令和2 令和3 令和4

（人）

年 度

汚水衛生処理人口及び汚水衛生処理率の推移

汚水衛生未処理人口 汚水衛生処理人口 汚水衛生処理率

目標値実績値

8.5% 7.7% 7.2% 6.9% 6.3% 6.2% 5.9% 5.7% 5.5% 5.3% 5.1% 4.9% 4.7% 4.5%

3.2% 2.9% 2.7% 2.6% 2.4% 2.4% 2.4% 2.3% 2.3% 2.3% 2.2% 2.2% 2.1% 2.1%

18.8% 19.2% 18.1% 17.8% 17.6% 17.5% 17.4% 17.3% 17.1% 16.7% 16.2% 14.8% 13.8% 12.3%

69.5% 70.3% 72.1% 72.7% 73.6% 73.9% 74.3% 74.7% 75.1% 75.7% 76.5% 78.1% 79.4% 81.1%

0%
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平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 令和2 令和3 令和4

人
口
構
成
比
（
％
）

年 度

生活排水処理形態別人口構成比の推移

汚水衛生未処理人口 合併処理浄化槽等 集落排水施設 公共下水道

目標値実績値



 

  

事業 事業主体

番号 名　　称 平成 平成 平成 平成 平成 令和 令和 平成 平成 平成 平成 平成 令和 令和

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 2年度 3年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 2年度 3年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

31 センター － － H29 H29 12,969 12,969 12,969 0 0 12,969 0 0 0 0

31 センター － － H29 H29 4,508 4,508 4,508 0 0 4,508 0 0 0 0

32 センター － － H29 H29 12,288 12,288 12,288 0 0 12,288 0 0 0 0

32 センター － － H29 H29 4,508 4,508 4,508 0 0 4,508 0 0 0 0

33 センター － － H29 H29 10,533 10,533 10,533 0 0 10,533 0 0 0 0

33 センター － － H29 H29 9,015 9,015 9,015 0 0 9,015 0 0 0 0

31～
33

センター － － H29 H30 46,000 46,000 46,000 0 0 0 46,000 0 0 0

31～
33

センター － － H31 R1 25,920 25,920 25,920 0 0 0 0 25,920 0 0

31～
33

センター － － R3 (R4) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19,983 441 3,257 3,257 3,257 3,257 3,257 3,257 19,983 441 3,257 3,257 3,257 3,257 3,257 3,257

4 長浜市 48 基 H27 H33 16,896 0 2,816 2,816 2,816 2,816 2,816 2,816 16,896 0 2,816 2,816 2,816 2,816 2,816 2,816

4 米原市 7 基 H27 H33 3,087 441 441 441 441 441 441 441 3,087 441 441 441 441 441 441 441

※センター：湖北広域行政事務センター

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２（平成27年度）

事　業　種　別 規　模
事業期間

総　事　業　費（千円） 交付対象事業費（千円）

備　　考
交付期間

事　業　名　称 単位 開始 終了

○再生利用に関する事業

リサイクルセンター整備事業 1 センター ｔ/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○熱回収等に関する事業

熱回収施設整備事業 2 センター ｔ/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○し尿処理に関する事業

汚泥再生処理センター整備事業 3 センター kl/日 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○施設整備に係る計画支援に関する事業

リサイクルセンター整備事業に係る
測量

リサイクルセンター整備事業に係る
地質調査

熱回収施設整備事業に係る
測量

(R5) (R7)

510,341 53,821

熱回収施設整備事業に係る
地質調査

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処
理センター整備事業に係る環境影響評価

センター － － H31

センター － － H31

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処
理センター整備事業に係るPFI導入可能性調
査

汚泥再生処理センター整備事業に係る
測量

汚泥再生処理センター整備事業に係る
地質調査

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処
理センター整備事業に係る造成設計

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処
理センター整備事業に係る施設基本計画

31～
33

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処
理センター整備事業に係る発注仕様書作成

31～
33

センター － －

リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処
理センター整備事業に係る事業者選定アドバ
イザリー

○浄化槽に関する事業

浄化槽設置整備

合　　　計

22 (R5) (R9)

145 (R5) (R9)

49

46,000 87,760 98,360 224,400 510,341 53,821 46,000 87,760 98,360 224,400

R3 293,560 20,800 48,360 224,400 293,560 0 0 0 0 20,800 48,360 224,400
31～
33

R1 41,040 41,040 41,040 0 0 0 0

49,257

41,040 0 0

530,324 441 3,257 57,078 49,257 91,017 227,657101,617 91,017 101,617 227,657530,324 441 3,257 57,078

50,000R2R2 050,000050,000 0 0 0 0 50,000 0
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様式３

施策 実施

番号 主体 開 終

始 了

22
積極的な再使用、再

生品使用の実施

●公共施設において庁用品

に再生品を使用するとともに、

公共事業等において廃材や

廃材の再生品等の使用に努

める。

●米原市 木箱型ごみ処理容

器等の堆肥化の普及、庁舎で

拠点回収した廃食油をバイオ

ディーゼル燃料に精製し、公

用車に使用する。

長浜市
米原市
センター

H27 R3

21
事業系ごみ処理手
数料の改定検討

●今後の排出状況や近隣市

町の動向も踏まえて、処理手

数料の改定について検討す

る。

長浜市
米原市

H27 R3

20
ごみ搬入時のチェッ

ク強化

●許可収集業者等により搬入

される可燃ごみについては、

搬入時のチェックを強化し、

不適物や古紙等資源物の搬

入を規制する。

センター H27 R3

19
減量やリサイクルに
関する積極的な情

報提供

●「事業所用こほくる～る」を

定期的に更新し、内容の充実

を図り、事業者にわかりやすい

ものとする。

●ホームページや「湖北広域

だより」により、リサイクルの方

法等の情報提供を随時行う。

長浜市
米原市
センター

H27 R3

18
家庭系ごみ処理手
数料の改定検討

●「事業所用こほくる～る」を

定期的に更新し、内容の充実

を図り、事業者にわかりやすい

ものとする。

●ホームページや「湖北広域

だより」により、リサイクルの方

法等の情報提供を随時行う。

長浜市
米原市
センター

H27 R3

17
生ごみ(食品廃棄物)

の排出抑制

●住民啓発による食品ロス削

減対策の拡充

●生ごみ水切りの徹底強化

●「食べ残しをしない」取組実

施店舗の拡大

●「３０１０運動」推進店舗の

拡充

米原市 H27 R3

16
排出抑制のための支

援

●環境推進員等による地域

での取組を支援する。

●ごみ減量化に向けた市民

活動を支援する。

長浜市
米原市

H27 R3

15
容器包装廃棄物の

排出抑制

●マイバッグ運動を推進する

とともに、小売店等に対して過

剰包装の自粛を働きかけ、レ

ジ袋等の削減に努める。

●リターナブルびんや詰め替

え用容器式商品の利用（購

入）を促進するとともに、使い

捨て容器等の抑制を市民・事

業者に働きかけていく。

●事業者の過剰包装の自粛

や環境配慮商品の提供など

の取組を促す。

長浜市
米原市

H27 R3

14
小型家電等の資源

物の回収

●不燃ごみ・粗大ごみ中の小

型家電リサイクル法対象品等

の資源対象物を選別し、回収

する。

センター H27 R3

住民ニーズや高齢
化社会に対応した収
集サービスの提供

●住民ニーズや高齢化社会

を背景とした粗大ごみ戸別収

集を実施する。
センター H27 R3

12
資源物の抜き取り防

止対策

●集積所における粗大ごみ

や資源ごみからの抜き取り防

止対策を検討する。
センター H27 R3

3年度

発生抑制、再使
用の推進に関
するもの

11
環境教育、普及啓発

の充実

●ごみ処理施設見学会や啓

発施設の活用

●講演会や研修会等の開催

●小学生等に対する環境教

育や出前講座

●家庭用ごみ出しルール「こ

ほくる～る」の適時改訂

●広報紙・CATV・有線・ごみ

分別アプリ及びホームページ

等を通じた情報発信

●不用品交換情報の提供 (長

浜市)

長浜市
米原市

センター

H27 R3

13

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 2年度

平成 平成 平成 平成 令和 令和

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

事業
交付金
必要の
要　否

事　　業　　計　　画

施策種別 施策の名称等 施策の概要
期間

備　　考
平成

環境教育、普及啓発の充実

資源物の抜き取り防止対策

粗大ごみ戸別収集の実施

容器包装廃棄物の排出抑制

排出抑制のための支援

積極的な再使用、再生品使用の実施

小型家電等の資源物の回収

生ごみ(食品廃棄物)の排出抑制

事業系ごみ処理手数料の改定検討

ごみ搬入時のチェック強化

減量やリサイクルに関する積極的な情報提供

家庭系ごみ処理手数料の改定検討
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施策 実施

番号 主体 開 終

始 了

・測量 H29 H29 ○

・地質調査 H29 H29 ○

・環境影響評価 H31 R3 ○

・造成設計 H29 H30 ○

・施設基本計画 H31 R1 ○

・PFI導入可能性調査 H31 R1 ○

・発注仕様書作成 ○

・事業者選定アドバイザリー R3 (R4) ○ R4まで継続

※施設規模は、一極集中による整備において施設間で連携した総合的な処理システム構築を図ることにより、各施設規模の縮減を目指すため、
　今後変更となる可能性がある。

H27 R3

43
適正処理困難物対

策の推進
●処理ルートの明確化、及

び確立

長浜市

米原市

センター

H27 R3

R3

42 災害廃棄物対策

●国の「災害廃棄物 対策

指針」に従い、災害廃棄物

対策を推進する。

●今後、国及び県の動向

を注視して 対策 の強 化を

図っていくとともに、各構成

市が策定する災害廃棄物

処理計画との整合を図る。

長浜市

米原市

センター
H27 R3

その他

41
廃棄物減量等推進

審議会

●一般廃棄物の発生の抑

制、再利用及び再生の促

進による廃棄物の減量化な

らびに適正な処理に関する

基本的な事項について調

査・審議を行う機関として、

廃棄物減量等推進審議会

を設置する。

センター H27

44 不法投棄対策

●地域の町内会等と一体と

なった普及啓発により、分

別区分の徹底を進めるとと

もに、パトロールの強化等

を行う。

長浜市

米原市

事務ｾﾝﾀｰ

施 設 整 備 に係
る計 画 支 援 に
関するもの

31
32
33

リサイクルセン
ター、熱回収施

設、汚泥再生処理
センター施設整備
に係る計画支援事

業

センター

R2 R2

○
次期地域計
画にて計上

4
合併処理浄化槽

の整備
長浜市
米原市

H27 R3 ○

3
汚泥再生処理セン

ターの整備
汚泥再生処理センター

49 kl/日
センター (R5) (R7)

次期地域計
画にて計上

2 熱回収施設の整備

熱回収施設

焼却施設145 ｔ/日

バイオガス化施設50ｔ/日

（メタンガス化施設）

センター (R5) (R9) ○
次期地域計
画にて計上

処理施設の整
備に関するもの

1
リサイクルセンター

の整備
リサイクルセンター

22 ｔ/日
センター (R5) (R9) ○

R3

処理体制の構
築、変更に関す
るもの

30年度 31年度 2年度 3年度

23 生活排水対策

・広報活動の実施

・水切りネット、アクリルタワシ

等の普及

・公共下水道の整備及び水

洗化の促進

・下水道及び農業集落排水

整備計画外地域に係る合併

処理浄化槽の整備

・単独処理浄化槽（みなし浄

化槽）の合併処理浄化槽への

転換指導

長浜市
米原市

H27

備　　考
平成 平成 平成 平成 平成 令和 令和

事業
交付金
必要の
要　否

事　　業　　計　　画

施策種別 施策の名称等 施策の概要
期間

27年度 28年度 29年度

廃棄物減量等推進審議会

災害廃棄物対策

適正処理困難物対策の推進

不法投棄対策

生活排水対策

合併処理浄化槽の整備

測量

地質調

査

施設基

本計画

発注仕

様書

造成設計

環境影響評価

PFI可能

性調査

事業者

選定AD
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【参考資料様式１】 

 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 

都道府県名   滋賀県 
 

(1) 事業主体名 湖北広域行政事務センター 

(2) 施設名称 リサイクルセンター 

(3) 工期 （令和 5 年度 ～ 令和 9 年度） 

(4) 施設規模 

処理能力  約 22 ｔ／日 
 
※施設規模は、一極集中による整備において施設間で連携した総合的な処理シス

テム構築を図ることにより、各施設規模の縮減を目指すため、今後変更となる可

能性がある。 

(5) 形式及び処理方式 破砕・選別・貯留 

(6) 地域計画内の役割 熱回収の前処理、再生利用の推進、最終処分の低減 

(7) 廃焼却施設解体工事の有無   有  無 

 
「ストックヤード」を整備する場合 

(8) ストック対象物 

・資源ごみ（ガラスびん、古布、紙パック、使用済み乾電

池類、使用済み蛍光管、ペットボトル、古紙、缶類） 

・災害廃棄物 

 

「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9) 容器包装リサイクル推進施設の内訳 該当なし 

 

「灰溶融施設」を整備する場合 

(10) スラグの利用計画 該当なし 

 

(11) 事業計画額 

（全体） 

工事費      5,500,000 千円 

建設モニタリング   50,000 千円 

 

※本地域計画の期間内には事業を行わない。 
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【参考資料様式２】 

 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名   滋賀県 
 

(1) 事業主体名 湖北広域行政事務センター 

(2) 施設名称 熱回収施設（焼却施設・バイオガス化施設（メタンガス化施設）） 

(3) 工期 （令和 5 年度 ～ 令和 9 年度） 

(4) 施設規模 

焼却：処理能力  約 145 ｔ／日 （72.5ｔ／日×２基） 

メタンガス化：処理能力  約 50 ｔ／日 
 
※施設規模は、一極集中による整備において施設間で連携した総合的な処理シス

テム構築を図ることにより、各施設規模の縮減を目指すため、今後変更となる可

能性がある。 

(5) 形式及び処理方式 
焼却：全連続燃焼式焼却 処理方式 未定 

メタンガス化：乾式メタン発酵 

(6) 余熱利用の計画 

1.発電の有無      有    無 

2.熱利用の有無    有    無 

エネルギー回収率  合計 16.5％以上 

(7) 地域計画内の役割 エネルギー回収 

(8) 廃焼却施設解体工事の有無   有  無 

 
「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画 該当なし 

 

「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス熱利用率 350 kWh／ごみｔ以上 

(11) バイオガスの利用計画 発電または熱利用 

 

 (12) 事業計画額 

（全体） 

工事費      24,100,000 千円 

建設モニタリング   210,000 千円 

 

※本地域計画の期間内には事業を行わない。 
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【参考資料様式５】 

 

施設概要（し尿処理施設系） 

都道府県名   滋賀県 
 

(1) 事業主体名 湖北広域行政事務センター 

(2) 施設名称 汚泥再生処理センター 

(3) 工期 （令和 5 年度 ～ 令和 7 年度） 

(4) 施設規模 

処理能力  約 49 kl／日 
 
※施設規模は、一極集中による整備において施設間で連携した総合的な処理シス

テム構築を図ることにより、各施設規模の縮減を目指すため、今後変更となる可

能性がある。 

(5) 形式及び処理方式 
水処理       未定 

汚泥処理（資源化） 未定 

(6) 地域計画内の役割 再生利用の推進 

(7) 廃焼却施設解体工事の有無   有  無 

 

 
「汚泥再生処理センター」を整備する場合 

(8) 資源化の方法 助燃剤化 

(9) 資源化物の利用計画 焼却施設において熱回収 

 

 
「コミュニティ・プラント」を整備する場合 

(10) 計画処理人口及び面積 該当なし 

(11) 計画地域の性格 該当なし 

 

 

 (12) 事業計画額 

（全体） 

工事費      2,700,000 千円 

建設モニタリング   30,000 千円 

 

※本地域計画の期間内には事業を行わない。 
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【参考資料様式６】 

施設概要（浄化槽系） 

都道府県名   滋賀県 

（１）事業主体 長浜市 

（２）事業名称 浄化槽設置整備事業 

（３）事業の実施目的及び内容 令和4年度において生活排水処理率95.2％を目指す。 

（４）事業期間 ○有（H27年度～R3年度）  無（    年度～    年度） 

（５）事業対象地域の要件 
下水道の整備が当分の間見込まれない下水道事業計画区域の地域 

 湖沼水質保全特別措置法第３条第２項に規定する地域 

 水質汚濁防止法第１４条の８第１項に規定する生活排水対策重点地域 

（６）具体的な整備計画 

総事業費   16,896千円（整備計画人口  136人分） 

選 定 額   16,896千円 

所 要 額   16,896千円 
 

○交付金対象となる浄化槽の整備規模及び選定額（内訳） 

※個人設置型 

人槽区分 
交付対象基数 

（   136人分） 

基準額 

（千円/基） 

対象経費 

支出予定額 

（千円） 

選定額 

（千円） 

       ５人槽      48基（    136人分） 352 16,896 16,896 

   ６～７人槽        基（       人分）    

   ８～10人槽        基（       人分）    

   11～20人槽        基（       人分）    

   21～30人槽        基（       人分）    

   31～50人槽        基（       人分）    

   51人槽以上        基（       人分）    

浄化槽整備効率

化事業費 

台帳作成費 0 0 0 

計画策定等調査費 0 0 0 

合      計      48基（    136人分） 352 16,896 16,896 

 

○事業対象地域が「経済的・効率的である地域」の場合の経済性・効率性の比較 

（複数の地区が該当する場合は、当該地区ごとに下表を添付すること） 

市町村総人口    122,310人（H25年度末）    市町村世帯数      44,367世帯（H25年度末） 

対象地域人口        558人（H25年度末）    対象地域世帯数       202世帯（H25年度末） 

項      目 総建設費 
１年あたり 

建設費 

１年あたり 

維持管理費 

１年あたり 

コスト 

集合処理で整備した場合     

個別処理で処理した場合     

※長浜市は、集合処理の実施の考えは持っていない。 
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【参考資料様式６】 

施設概要（浄化槽系） 

都道府県名   滋賀県 

（１）事業主体 米原市 

（２）事業名称 浄化槽設置整備事業 

（３）事業の実施目的及び内容 令和4年度において生活排水処理率96.4％を目指す。 

（４）事業期間 ○有（H27年度～R3年度）  無（    年度～    年度） 

（５）事業対象地域の要件 
下水道の整備が当分の間見込まれない下水道事業計画区域の地域 

 湖沼水質保全特別措置法第３条第２項に規定する地域 

 水質汚濁防止法第１４条の８第１項に規定する生活排水対策重点地域 

（６）事業計画額 

総事業費   3,087千円（整備計画人口   49人分） 

選 定 額   3,087千円 

所 要 額   3,087千円 

 

○交付金対象となる浄化槽の整備規模及び選定額（内訳） 

※個人設置型 

人槽区分 
交付対象基数 

（   49人分） 

基準額 

（千円/基） 

対象経費 

支出予定額 

（千円） 

選定額 

（千円） 

       ５人槽        基（       人分）    

   ６～７人槽       7基（     49人分） 441 3,087 3,087 

   ８～10人槽        基（       人分）    

   11～20人槽        基（       人分）    

   21～30人槽        基（       人分）    

   31～50人槽        基（       人分）    

   51人槽以上        基（       人分）    

浄化槽整備効率

化事業費 

台帳作成費 0 0 0 

計画策定等調査費 0 0 0 

合      計       7基（     49人分） 441 3,087 3,087 

 

○事業対象地域が「経済的・効率的である地域」の場合の経済性・効率性の比較 

（複数の地区が該当する場合は、当該地区ごとに下表を添付すること） 

市町村総人口    40,354人（H25年度末）    市町村世帯数      13,923世帯（H25年度末） 

対象地域人口       200人（H25年度末）    対象地域世帯数       103世帯（H25年度末） 

項      目 総建設費 
１年あたり 

建設費 

１年あたり 

維持管理費 

１年あたり 

コスト 

集合処理で整備した場合     

個別処理で処理した場合     

※米原市は、集合処理の実施の考えは持っていない。  
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【参考資料様式７】 

計画支援概要 

都道府県名   滋賀県 

(1) 事業主体名 湖北広域行政事務センター 

(2) 事業目的 リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処理センター施設整備のため 

(3) 事業名称 

リサイクルセ

ンター整備事

業に係る測量 

リサイクルセ

ンター整備事

業に係る地質

調査 

熱回収施設整

備事業に係る

測量 

熱回収施設整

備事業に係る

地質調査 

リサイクルセ

ンター、熱回収

施設、汚泥再生

処理センター

整備事業に係

る環境影響評

価 

(4) 事業期間 平成 29 年度 平成 29 年度 平成 29 年度 平成 29 年度 
平成 31 年度 
～令和 3 年度 

(5) 事業概要 

 

・測量 

 

 

・地質調査 

 

 

・測量 

 

 

・地質調査 

 

・環境影響評

価 

(6) 事業計画額 12,969 千円 4,508 千円 12,288 千円 4,508 千円 293,560 千円 

 

(3) 事業名称 

汚泥再生処理

センター整備

事業に係る測

量 

汚泥再生処理

センター整備

事業に係る地

質調査 

リサイクルセ

ンター、熱回収

施設、汚泥再生

処理センター

整備事業に係

る造成設計 

リサイクルセ

ンター、熱回収

施設、汚泥再生

処理センター

整備事業に係

る施設基本計

画 

リサイクルセ

ンター、熱回収

施設、汚泥再生

処理センター

整備事業に係

る PFI 導入可

能性調査 

(4) 事業期間 平成 29 年度 平成 29 年度 
平成 29 年度 

～平成 30 年度 
平成 31 年度 平成 31 年度 

(5) 事業概要 

 

・測量 

 

・地質調査 ・造成設計 
・施設基本計

画 

・PFI 導入可能

性調査 

(6) 事業計画額 10,533 千円 9,015 千円 46,000 千円 41,040 千円 25,920 千円 
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【参考資料様式７】 

計画支援概要 

都道府県名   滋賀県 

(1) 事業主体名 湖北広域行政事務センター 

(2) 事業目的 リサイクルセンター、熱回収施設、汚泥再生処理センター施設整備のため 

(3) 事業名称 

リサイクルセ

ンター、熱回収

施設、汚泥再生

処理センター

整備事業に係

る発注仕様書

作成 

リサイクルセ

ンター、熱回収

施設、汚泥再生

処理センター

整備事業に係

る事業者選定

アドバイザリ

ー 

   

(4) 事業期間 令和 2 
令和 3 年度 

(～令和 4 年度) 
   

(5) 事業概要 

 

・発注仕様書

作成 

 

 

・PFI 事業者選

定アドバイ

ザリー 

 

   

(6) 事業計画額 50,000 千円 (80,000 千円)    
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添付資料－６ ハザードマップ（長浜市木尾町：新施設建設予定地周辺） 

 

出典）長浜市防災ハザードマップ https://www.city.nagahama.lg.jp/0000002403.html  

新施設建設予定地 
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